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はじめに

旧来､日本の公立義務教育学校教員(以下､公立学

校教員)の給与法制は､全国均一な教育水準の維持と

優秀な教員の確保､等といった国の政策的背景もあり

国の強い管理下にあったといってよい｡具体的には､

各都道府県の給与水準･体系は国の給与表に準拠する

ことが求められ(教育公務員特例法改正前の旧規定第

25条の5) ､且つ､国が給与半額負担する義務教育費国

庫負担制度の存在等もあって､各都道府県の公立学校

教員の給与水準･体系はほぼ全国的に均一で独自の政

策を試みる都道府県があったとしてもその裁量は限ら

れたものであった｡

しかし､ 2004年以降､公立学校教員の給与法制は以

下のように大きく改編されて今日に至っている｡

(1)都道府県公立学校教員の給与水準･体系の基

準となっていた国立学校教員の給与表が国立学

校の法人化に伴い廃止となり(教育公務員特例

法第25条の5削除)､公立学校教員の給与政策

決定の裁量権限が実質的に各都道府県に委ねら

れることになったこと

(2)国の分権改革や｢三位一体｣の税財政改革の

下､都道府県における学級編制基準の弾力化等

に対応した公立義務教育学校教職員の人件費や

少人数学殻編制等の裁量拡大を強く求める都道

府県からの要請に応えて､文部科学省は､ 2004

年度から義務教育費国庫負担制度の運用や事務

手続き等に関する諸制約を大幅に緩和し都道府

県の負粗金制度で措置される人件費の裁量権限

を拡大する｢総額裁量制｣を導入したこと

その後､国の｢三位一体｣税財政改革は､ 3兆円の

税源移譲を実現するための財源確保のため4兆円の負

担金･補助金削減に取り組んだ結果､平成18年度より

国と都道府県で半額ずつ負担してきた義務教育費国産

負担制度を国負担率1/3とする制度改正とすることで

決著した｡以上のような公立学校教員の給与法制改編

により､各都道府県における教員給与の水準･体系等

を含めた教員給与政策や給与と連動した教員人事行

政･政策がどのように変容してきているのか-その動

態と問題､改革課題を実証的に検証していくことが今

日喫緊に求められている｡特に､今後､大量退職者や

少人数学級･教育の進展等により大量の新規採用教

員･各種非常勤補助教員や管理職教員の確保･養成等

の課題と､公務員制度改革の一貫である教員評価一能

力開発型の人事行政が求められている今日､それら教

員政策の要としてますます重視される教員給与政策の

在り方に関する研究は重要である｡

また､公立学校教員の給与政策の改革動向は､日本

だけではなく欧米や近隣アジアでも学硬改革の一環と

して共通の課題ともなっている｡特に,日本の教員給

与改革が､旧来の国主導の集権的な法制度と政策手法

を転換して､地方に裁量権限の多くを移譲し分権的な

教員給与法制や政策手法を目指し始めていることを踏

まえると､ ｢分権型｣の教員給与法制や政策を採用する

英･米と｢集権型｣のそれを採るフランス､韓国等と

の比較考察を行いながら､それら国々の教員給与法制

や政策の功罪を明らかにしつつ､集権から分権-の転

換点にある日本の教員給与政策の課題を明らかにして

いくことが必要である｡すなわち､ ｢分権型｣の教員給

与政策をとる英･米とr集権型｣ (公立学校教員を国家

公務員とする)の政策をとるフランス､韓国､そして｢集

権型｣から｢分権型｣ -の移行期にある日本それぞれ

の教員給与の法制･政策､教員の社会纏済的地位と社

会的評価､教員の意識･満足度､国際学力調査等を多

国間比較考察(統一的統計集計とフォーマットの作成

等を計画実施)等で検証しつつ, ｢集権型｣から｢分権

型｣に移行しつつある日本の教員給与法制･政策の間
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題と課題をそれら多国間比較考察の中で明らかにして

いくことが重要である｡

以上のような本科研費共同研究のねらいを確認した

うえで､本年度の作業としては､主に､以下のように､

2004年以降の教員給与法制の改編と政策変化によって

生じている各都道府県の教員給与政策の動態とその規

定要因や､多国間比較考察に向けた各国の教員給与法

制･政策の実証的研究と比較考察準備のための各種調

査データーの収集･分析等といったマクロ的な調査研

究と実態把握に取り組んだ｡

(1)国の給与表準拠と義務教育費国庫負担制度で

構造化されていた従来の国-都道府県の公立学

校教員給与法制と都道府県の教員給与決定過程

が､2004年以降の法制改編でどのように変化し

ているのかを実証的に明らかにすること

(2) 2004年以降に変化している上記の教員給与法

制と給与決定過程の下で､実際､各都道府県の

教員給与水準･体系を含めた給与･人事政策の

動態の把握とその規定要因､各都道府県格差の

動態把握とその規定要因等を各種のデータ-収

集と統計分析､ヒヤリング調査等で明らかにし

ていくこと

(3)多国間比較考察の対象国であり日本には詳し

く知られていないイギリス､アメリカ､フラン

ス､韓国の教員給与･人事の政策･法制を実証

的に調査研究するとともに(英国･米国には一

定の蓄積がある)､各国の公立学校教員の給与

水準や社会経済的地位等を他職種のそれと比較

できる多国間比較のための統一的フォーマット

を作成するために国際的並びにそれらの国々の

各種調査データ-を収集､分析すること

本年度の調査研究は､初年度ということもあって､

日本と外国の調査研究班とも､基礎的な法制度のしく

み､特徴､今日の改革動向､基礎的なデータ一等の把

握と基本的文献･資料等の収集に力を注いだ｡本報告

書は､それら調査研究作業の一端をまとめたものであ

る｡

なお､本科研費共同研究は､ (1) (2)の日本の調査研究

は､研究代表者の′J､川正人(東京大学/理論､総括) ､

青木栄一(国立教育政策研究所/調査､データ-収集･

分析)､(3)のイギリス担当は勝野正章(東京大学)､ア

メリカ担当は伊藤稔(東京理科大学)､中田康彦(一橋

大学)､フランス担当は高津芳則(大阪経済大学)､韓

国担当は高鋳(韓国･大部教育大学)が分捜した｡研

究分担者の外に､協力研究者として､山中秀幸(法政大

学非常勤講師)､韓相俊､小島優生､川上春彦､劉占富､

押田貴久､小人羽秀敬､田中祥子(以上､東京大学大

学院生)が調査研究に参加した｡

1.負担金開遍のr政治決着｣と負亜金制度をめぐる

新たな動き

2004年度から公立義務教育学校教員の給与法制の改

正が継続的に行われてきたことに触れたが､そうした

動向に更に新たな要因が加わることになった｡それは､

昨年に｢政治決着｣した義務教育費国庫負粗金の1/2国

負担率から1/3負担率の変更である｡義務教育費Eg庫

負担金制度の在り方を審議した中教審･義務教育部会

が､昨年10月26日に1/2国庫負担率の制度堅持を答申

したにもかかわらず､政府･与党合意により負担率1/

3-の切り下げが決定された｡ ｢苦渋の決断｣ (小坂文科

大臣､ 11月30日談話)､ ｢やむを得ない合意｣ (結城文

科事務次官　同日談話)という声もあるが､結果的に

は8500億円削減という数字合わせを最優先した負捜金

堅持論と中学校教職員給与分一般財源化論との間での

理念無き妥協となった｡

｢義務教育制度については､その根幹を維持

し､義務教育費国庫負担制度を堅持する｡その

方針の下､費用負担について､小中学校を通じ

て国庫負担の割合は三分の一とし､8500億円程

度の減額及び税源移譲を確実に実施する｡ま

た､今後､与党において､義務教育や高等学校

教育等の在り方､国､都道府県､市町村の役割

について引き続き検討する｣ (政府･与党｢三位
一体の改革について｣平成17年11月30日)

小坂文科大臣は､ ｢教育現場の実情等を見ますと､こ

の間題を毎年毎年繰り返すというようなことは避ける

べき｣で､ ｢平成18年度の措置は恒久的なもの｣との

意向を表明した.しかし､1/3負担金を恒久的なものと

受けとめるような状況にはなく負担金をめぐる情勢は

流動的である｡むしろ､国の負担率が1/3に切り下げ

られたことで,国の責任はその分後退し一般財源化に

更に弾みがついたことは否めない事実である｡実際､



総務省･地方六団体は､ ｢新地方分権構想委員会｣を12

月中に設置し､2007年度以降を対象とする第2期改革

に向けた戦略などを議論し､ ｢骨太の方針2006｣に合わ

せて中間報告をまとめ､その中で負担金全廃を実現さ

せたいとしている｡これに呼応するかのように自民党

内にも新たな動きもみられる｡毎日新聞の報道(平成

17年12月5日付け)によると､自民党の中川秀直政調

会長は､先月30日の全国政調会長会議で｢生活保護､

高校教育を含めた義務教育の問題など､与党で国と地

方のあり方を決める協議機関を早急に立ち上げたい｣

と語り､義務教育費国庫負担金や生活保護費について

制度自体の是非や見直しを含めて党主導で検討するこ

とを表明したとされる｡報道は､続けて､この協議機

関構想は第2期改革-の布石とみられ､自民党幹部は
r国と地方だけに任せては対立が激化するだけで､議論

が進まない｣ため与党が国と地方の｢仲裁役｣となっ

て改革を進めたい考えだと指摘している｡

2.義務教育教聴員の定数と槍与をめぐる新たな政府

のr合理化｣政策

国負担率が1/2から1/3に切り下げられても､ ｢国と

地方の分線の割合は変わるが､協力して負担して教職

員の給与全額を確保していくという大きな制度は変

わっていない｣ (徳城文科事務次官)とその基本的制度

の趣旨や財源確保には変更のないことを強調する主張

もあるが､しかし､この負担率の変更は負埴金制度を

めぐる周辺状況の変化のなかに位置づけると国の教育

政策遂行上に大きな実際上の影響を及ぼすものと思わ

れる｡

第一は､今次の税財政改革において､負担補助金4

兆円削減で税源移譲財源3兆円の確保が実現したこと

から､今後の最重点課題は交付税額の削減と制度見直

しに移行する｡交付税制度の本格的な見直しは､次期

改革で行われると予想されるが(竹中総務大臣の私的

懇談会｢地方分権21世紀ヴィジョン懇談会｣座長･大

田弘子政策大学院教授､平成18年6月に改革案をまと

めて｢骨太の方針2006｣に反映) ､今年度の予算編成で

も財務省は1兆円規模での交付税削減を実施するとし

ている｡交付税は､いわば､表財源である負担金等の

裏財源という性格をもっているため､表財源である負

担金で1/3の給与財源が確保されるとはいえ､裏財源

の交付税総額が減らされる分､義務教育教職員給与に
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関する都道府県の給与負担分の財源確保はそれだけ不

安定性と厳しさを増す｡その影響は､交付税改革の進

展とともにボディブローのように都道府県の財政に及ん

でいくと考えられる｡

第二は､政府による一連の地方公務員の削減計画と

給与抑制政策の影響である｡地方公務員数の4. 6%一律

削減の方針は､義務教育学校教職員についても実数2

万人の削減が指示されている｡昨年末の閣議決定(辛

成17年12月24日)では､特に､国が定数に関する基

準を幅広く定めている分野の職員(教育も含)は､地

方の努力に加え国が基準を見直すことで従来の実旗(5

年間で4.2%)を上回ること､特に､教職員の場合には

児童生徒数の自然減を上回る削減を求められた｡同時

に､財政制度等審議会｢平成18年度予算の編成等に関

する建議｣ (平成17年11月21日)でも､ ｢義務教育教

職員の人員に関しても､純減を行うべきであり､新た

な定数改善計画は策定すべきではない｡また､教職員

定数の問題を考えるに当たっては､効率的な学校運

営･教育上の効果等の観点から学校の統廃合を進め､

適正なクラス数を確保する必要があることを念頭に置

くべきである｣と､文部科学省の定数改善計画策定の

中止や､小規模学校廃止を含む学校統廃合を強力に取

り組むことで教職員定数の一層の削減を促している｡

更に､平成17年8月の人事院勧告は､公務員の給与･

人事全般にわたる抜本的改革の実施を強く打ち出した｡

具体的には､給与水準の引き下げ(一律4.9%減)､全

国均一の公務員給与に地域毎の民間貸金格差を踏まえ

た地域格差の導入(東京を除いては全国全ての地域で

引き下げ)､年功昇給を抑制し職務･職責に応じ勤務実

演を的確に反映する昇給･勤勉手当の整備等を掲げて

平成22年度までの5年間で段階的に導入し完成させる

としている｡これらの方針により､文科省が昨年秋に

策定した第八次教職員定数改善計画は頓挫の様相を呈

しているし､都道府県財政で大きな割合を占める義務

教育教職員給与の負担率が2/3に上がったことで教職

員数の削減と給与水準抑制-の誘因がこれまでになく

強まってきているo

第三は､義務教育教職員の給与体系の見直しについ

ても政府部内での政治工程が具体化してきていること

である｡前述の財政制度等審議会r平成18年度予算の

編成等に関する建議｣は､義務教育教職員の｢給与構

造改革を実施する必要があり､優遇措置の根拠となっ

ている人確法は廃止に向けた取り組みが必要であるJ
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とし､さらに､ ｢諸外国の教員給与体系はその職責の性

格から専門職的な色彩が強いものとなっている一方､

日本の教員の給与体系は行政職的な色彩を帯び年功序

列による累進性が弓削､ものとなっている｡将来的には

より専門職的な給与カープに改めていくことも検討課

題である｣と指摘している｡こうした提言を受け､昨

年末の閣議決定(12月24日)においては､人材慮保法

は廃止を含めた見直しを平成18年度中に結論を出し平

成20年春に所要の制度改正を行うとしているQ

そして､第四には､上記のような状況の下で､義務教

育費国庫負担金の総額裁量制が教職員給与の切り下げ

や定数配置の運用｢合理化｣等といった下降方向-の

弾力化として機能せざるをえなくなってきているのに

加えて､都道府県における義務教育教職員給与の抑制

と財政事情の厳しさから､加配教員の給与2/3負担が

都道府県には過重となり加配配置を返上する都道府県

も増えることも懸念される｡

第七次改善計画と義務標準法の弾力化等で､少人数学

級一教育の試みが広がりを見せ始めたにもかかわらず､

国の1/3負担率-の変更は前述した政府の政策方針の

下で､そうした試みを停滞乃至は後退させていく状況

を生み出そうとしている｡

3.先行する都道府県の義務教育教職員の給与と定数

のr合理化｣

前述のように､負担金の負麹率1/3-の切り下げは､

その制度をめぐる状況変化の中で義務教育費のr合理

化｣を促すように機能することは避けられない｡実は､

こうした教職員の定数や給与の合理化･切り下げは今

後予測される本格的な検討を前に既に都道府県で具体

的に先行している｡

その-つは､国立学校の法人化による国立学校教職

員給与表の廃止後､都道府県における義務教育教職員

給与の裁量が拡大したことに伴い､表1に見るように､

都道府県の財政事情の厳さもあって諸手当や管理職手

当を中心に教職員給与の切り下げが急速に進んでいる

ことである｡平成17年度現在で､管理職手当を中心に

既に19道府県が給与抑制措置を実施している｡

二つは､平成16年度から実施された負担金の総額裁

量制によって､負担金-給与費の｢効率的｣運用と少

人数教育の要請等から教職員定数の非常勤-の振り替

えが全国的に進んでいることである｡平成16年度では

多くの都道府県(教育委員会)が総額裁量制の導入に

慎重な姿勢を示していたが､平成17年度には幾つかの

県を除きほとんどで導入するに至っている(表2を参

潔)｡

その結果､ ①義務標準法の定数を下回る小中学校教

職員配置の都道府県が平成15年度16県(総数1002人)

から､平成16年度で17県(同1258人)､平成17年度

で22県(同2023人)と増えてきていること､②国庫負

担対象の非常勤数は､全都道府県合計で､平成14年度

3211人､平成15年度3979人(前年度から768人増)､

平成16年度4699人(前年度から720人増)､平成17年

度6210人(前年度から1511人増)と年々増加してき

ていること､ ③総額裁量制は国の行政職を基準に年齢

別標準給与水準が設定されているため､国の給与水準

より高めの都道府県では財源持ち出し分を減らすため

に総額裁量制の定める標準給与水準やそれ以下までに

給与水準を切り下げたところも出ていていること(袷

与本体の抑制6県､諸手当の抑制2県)等､教員定数･

配置の運用上の｢合理化｣が急速に進んできているこ

とが明らかになっている｡

平成18年度から､新制度である1/3国負担率の義務

教育費国庫負担金制度に移行することになるが､昨年

までの1/2国負担率の制度の下においても前述のよう

な教員定数･配置や給与等の｢合理化｣が確実に進行

してきていることを考えれば､ 1/3国負担率､更には､

仮に､負担金制度が全廃され義務教育教職員の給与

財源が､一般財源化された場合には､一般財源に100%

依存することになるため､こうした合理化策はスト

レートに都道府県に貫徹し一層進行していくことが予

測される｡ 1 /3負担率とはいえ義務教育費国庫負担

金制度が存続している間に､義務教育財政システムの

在り方が義務教育教職員の給与や定数･配置の在り方

がしっかり検討されておくことが必要である｡

本科研費共同研究は､以上のような今日の義務教育

学校教員の給与や定数･配置をめぐる新たな動向の下

で､地方における教員給与政策や定数･配置等の実態

がどのように変化してきているのかを実証的に検証し

ながら問題と改革課題を析出することを狙いとするも

のである｡
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表2　義務教育喪国庫負観金における鎗菰裁量制を活用した取組状況

平成17年8月現奄 

都道府県亀 �ｹw��ﾘｻR�
定数の尊力的運用 亊ｩu騫�ｨB�

北 ��3��ﾈ決岔9仍�,ﾉ.ﾘ邊��t�O��ﾘｼ靉ｹY�,ﾉGｩ'R�各小学校l:.之年生を対象 ②定数複軌こよる適訳渡渉靖の拡大.少人数指導IT.T, コース数増.免許外教細巷の解消 ��
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表2　義務教育登園轟負亜食における東嶺裁量朝を活用した取組状況

平成17年8月現奄 
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三立県 ��ｧxﾆ案�ﾍX,ﾉUｩ|ﾘ峇�t�ｹi�窺駅�,ﾈ閉�①希薄方藷エ失敬巻定数尊活用 ��ｬyyﾙ�H詹9i*�4xｯｨﾌ�WB�*ｹ�XﾔJIY倬�4佻冽�ﾊｩYI9��,ﾉ-�霾�.�,�,(*(,H�8ﾝ僵ｲ��8/��ﾘ*�.�+�,h,�.h.儷ﾙ�����ｼr�

輩東森 ��3Y�ﾉ�鞍�,ﾉo(唯�①小串敏一卑生,中学故1年生を封凍 ②持尋方蕗エ来故事定数の藷用によるjj､学校一年生の基 ��
②葬常勤訣鮫の配澄 �)=hｴ�*�*�.稗蕭H､���ﾈ���,ﾉ?ｩ8ﾉ9凭ILｸ,ﾈ�e�."��hｨ�4ｸ呵ﾚY;�駘hｹh､�/�怦�8ｫH,ﾈ�ｧ��

京串貯 傅ﾙ�ﾉ�Hｧyox,ﾈ��邊�加配淀数及び基破定食を活用して.少人鉄琴亀をはじめ 少人数授弟や7.Tを市町村教育畢且金の執こより薬施 ��

大阪 �3��ﾈｧxｸ�,ﾈ��邊�小学故1.2年豊を対象 ��

兵庫県 儖��ﾘｼ齏x踪,ﾉGｩJﾂ�定数患執=よる少人数持専摺熟度別投薬やT.T)の充芙 ��

恵良県 ��晳�ﾉ�ITﾉ�8,ﾈﾝ育ｲ�t���7影Y{ﾙ[99�,ﾉ���ｧe��①研健等定数を活用 ②滑車方法工夫故葛定款曹活用 ��

和歌山鹿 �8ｽYW�ﾇｨ洽,ﾈ�ﾙ|ﾙlB�t�O��ﾘｼ饂h*�,ﾉGｩ'R�吃)少人数婚串の加配敦鼻音活用 宙-�-i�)d��9h,ﾉwﾘｴ�,�.f淋��h+h+ﾘﾞ�ﾋ�/�ｨ駅�+X,JHｧy|ﾒ�ﾎI��.)�ﾙvﾈ嶌+x.倡�,x.�,ﾂ�ｯﾉW�*ﾔﾄB��DЗｽR�,��陌��

鳥取県 傅ﾙ�ﾉ�Hｧxｸ�,ﾉo)�B��ｸ�)xｹ弌����lhｹh､�8怏�ｸｬｨ�����ﾄI9��ｩnXｻ8什Gｩ'R��ｨｼﾘ譏��?�Gｩ9��s�Y�x�8ﾕX-h,ﾈ馼��ｵHｨ��{2�抒� ��ﾃ�ID�$(*�.y�8ｻ8ﾙy+x-��跌{��-�耳ｬｨ,ﾉ.�ﾅH+�,(*"�,Io�RX,ﾈｸｹu駢ﾙ�x/�wH邊�

島韻県 ��塔��ﾉ��ﾆ�,ﾉo(夢�t�O��ﾘｼ鞅Yh�,ﾉGｩ'R� ��傅ﾈ鬨ﾙﾃ��)D��h�����や�ｸｹu�9���x+�.dﾂ��h+h+ﾘﾞ��ﾋ�/�y駅�+X,B�3��ﾈｧxｸ冓B�,ﾙO��ﾘｼ鞅X蹣Gｩ'X,ﾈ*(+�.｢�*俘�5I+��t�.冰�9冽ﾙ�x,�.h.��h+h+ﾒ�ﾞ�ﾋ�/��yw�+Rﾉ,ｨ�ﾘｧy~H,��,ｨ*I�X泚�i$)^ｸ馼,ﾈ*�.倬��碑,ﾈｼｩ.r�(hｧxﾌﾈ,�*�*�.��n)�為9:�-h,ﾉ�陌��

岡山県 ��晳�ﾉ�Hｧxｸ�,ﾉo(邊�t�O��ﾘｼ鞅X踪,ﾉGｨﾚﾂ�①加配党政を着用 ②重圧準触こ特別非常勤講翻捕凍土､教育支護良)杏 配置 ��

広島県 ��3Y�ﾈ決岔��ｹｸ,ﾈ��邊�Ql小字:玩1年慧【琴卑3寧敏弘止かつ竿;陳平二時児璽敷36 人以上)を対象 ②小学敏之年生を対象(13>人軌学敬経絡が感賞となる鳩. 合) ��②学斡嶺虎の常力化 �8�ﾘｼ霆9t�/�Gｩ'R�
③韓式率敦a}解消 �傅ﾙ9冑s�｣)D�5��乂yD颱hｽXｸ(決屬霓Xﾆ閏ﾘｼ��;i�C3b�
⑨非常勤職鼻の配置 ��ﾈ決�2�,�*�*�.傅ﾙ�ﾉ�Hｯ9Ib�.Hｧh曰.yD��h,�*�*�.儻96��ﾕｩ�鞜B�(hｧxﾕ｣�D��h,c"�9D阮x*ﾘﾏ�ｨ*ｨｯｩ�(,X*ｸ.��｢�}�,�*�*�.册�.逢ｩ{�K8ｧｲ餮隗bﾈ��UB�,ﾈ��7噂ｩ9傅ﾒ��ﾈﾝｩ���

山口県 ��3Y�ﾈｧxｸ�,ﾈ�i¥ﾂ�①小学枚1年生､中学功一卑生を対象○学年之草魚以下の 場合は88人以上の単数への非常劫功師配置も講釈可 ��
◎非常勤講師の配普 ��(hｧxﾕ｣"ﾃ9D��h,ﾈ自YH/����ｳ育9*ﾉ�ｩyIw�,ﾈ��ﾘｼ��<y¥ｈｹ冽�/�r�(ﾊy^(��/�Ihﾊh+R繝�?ﾈｧxﾆ�,ﾈﾉ9¥ﾂ�

穂曲県 �<�,�,�+R� ��

香川県 儖��ﾘｼ鞅X踪,ﾉGｨ墺�林学校の専科教育及び中学磯の免許外敵鼻解消 ��
愛嬢県 儖��ﾘｼ饂h��,ﾉGｩ'R�定数藻轡による中学♯1年魚の不登校対茸 ��

高知県 傅ﾙ�ﾉ�I;ﾉ��,ﾈ活��琴敏複成の勢力牝.習熟度別技某及びT.T､選択教科の 輔醍 ��
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表2　教務教育発頭庫負損金における総額救畳制を活用した取組状況

率成17年8月現在 

都道府県名 乖駅��8ｻR�
発散の弾力的運鳥 从ｹu駢ﾙ�r�

海網羅 ��晳�ﾉ�Hｧxｸ�,ﾈ��邊�①基墳定数.加配定数を潜用 
②硬式学敬の解消 ���(ｽ�*驟�.鞍�/��H格x隲ﾆﾃﾘﾙﾈｫx*e���ｧxｸ�/�&ｩ=���� 

佐賀県 儖��(ｻ8ﾗW顏h,ﾈｴﾈﾜR粐褪�定数茂菅 ��

長噂県 ��ｧy�Y9仍X,ﾈｧy|ﾙlB�加配宜我を活用 ��
⑧非常勤講師の配置 ��ｬx�7��┴�ｼjEB薊,ﾈ����

鹿本集 儖��ﾘｼ靆ｩ.�,ﾉGｩ'R�嘗丑等我において定数貴著 ��

大分県 �3��ﾉ��ｹｸ,ﾉ���｢�か寧牧一年生を対象.革噂定数及び加配定数を活用 ��

宮埼県 儖��ﾘｼ鞅X踪,ﾉ6ILｲ�津尊兄における適切な教育的支壌 �-i�i&韶�9h,ﾉwﾙ�x,�.dﾂ��b�+h+ﾘﾞ�ﾋ�/�ｨ駅��

鹿児島県 ��3�?ﾈｧxﾆ�,ﾉ�倡ｲ�ｸt�ズ�ﾈｽXﾆX,ﾈ��邊�t(��ﾘｼ鞅X踪,ﾈｴﾈﾍ��舟か学故1年生を対象8基礎度数及び冶各方法エ乗改善 定数を活用 ②ゆ学我丑年盤及び*学校一年生の-瀞を対象 ③免許外教科墳雀の滞濁 ��

沖満濃 ��晳�ﾈｹｸﾈ(ｬ�,ﾉEｨ���②専科緒尋､凄或学級真珠､免許外教科担任の解消.港 ��ｬyyﾘﾝｨ詹9i9�,ﾉwﾙ�x,�.b�貯MX+h+ﾘﾞ�ﾋ�/�ｨ駅�+X,JH昮�
⑳静常勤琴師の配意 俾ﾘｭ淫h髯MY�i��-h,ﾉ�陌�9��大赦学級薬鹿のための敬魚 =を祝電 
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